
【資料６】

少 子 化 の 現 状 等



１ 出生
(1)　合計特殊出生率と出生数

※都道府県別の合計特殊出生率

（ 平成25年　①沖縄県(1.94)　②宮崎県(1.72)　③島根県・熊本県(1.65)　⑤長崎県(1.64)，⑥鹿児島県(1.63）

資料：平成26年人口動態統計月報年計(概数）

平成26年　①沖縄県(1.86)　②宮崎県(1.69)　③島根県，長崎県(1.66) ⑤熊本県(1.64)　⑥佐賀県(1.63)
　　　　　⑦鹿児島県（1.62）

平 成 27 年 6 月 5 日

青少年男女共同参画課

平成26年

1.62（▲0.01）

14,234人（▲403人）

鹿児島県

平成25年

1.63

14,637人

少 子 化 の 現 状

全国

平成25年

1.43

1,029,800人

平成26年

1.42(▲0.01)

1,003,532人(▲26,268人)

合計特殊出生率

出生数

出生の動向

資料：人口動態統計，国勢調査

資料　県統計課「鹿児島県の推計人口」
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２ 未婚化・晩婚化の進行
(1) 平成26年人口動態統計月報年計(概数）

資料：人口動態統計

(2)

(3) 未婚化・晩婚化・晩産化に関する統計データ

（注）資料：国勢調査，人口動態統計

(4)　年収別，就労形態別既婚者の割合

資料：内閣府「平成22年結婚・家族形成に関する調査」 資料：内閣府「平成24年度子ども・子育て白書」
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（資料：平成27年版少子化社会対策白書）
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平成２７年７月23日
青少年男女共同参画課

少子化対策に係る県民意識調査報告書の概要

１ 調査目的
少子化の進行の一因となっている未婚・晩婚化が年々進んでいることから，結婚

や育児に関する県民の意識を把握し，今後の少子化対策の参考にするとともに，次
世代育成支援対策推進法に基づく「新かごしま子ども未来プラン（仮称）」の基礎
資料を得ることを目的とする。

２ 調査方法
無作為に抽出した県内全域の①平成26年１月１日現在で満18歳以上の男女（合計

4,500人），②県内の４年制大学に在学する大学生（500人）に対し，平成26年11月
17日～12月15日の期間で調査を実施。

３ 回収率等
調査対象 標本数(人) 回収数(人) 回収率(％) 調査項目数
18歳以上全体 ４，５００ １，７５１ ３８．９１ ４５
大学生 ５００ ２５４ ５０．８０ ２５

計 ５，０００ ２，００５ ４０．１０ －
※大学生は今回初めて調査実施
※年代別の回答割合 50 歳以上 68 ％

４ 主な項目の調査結果（括弧書きは前回H21年度調査結果（年代別のデータなし），
単位％）
一般県民（18歳以上全体）の数値は，年代別の回答割合が偏っていることから，

全ての年代が同割合で回答したと仮定した補正値を記載。
前回調査は年齢別の回答割合が不明であり，補正ができないことから，前回調査

結果との直接的な比較は困難。
(1) 少子化問題への関心

①【問１】少子化問題への関心
一般県民，大学生とも「関心がある」が約８割程度を占めている。
区 分 一般県民(18歳以上全体 ) 大学生

うち20代 うち30代
関心がある ８０．１ ７７．４ ７９．６ ７８．４

（８６）
関心がない １６．１ １８．７ １６．４ １７．７

（１０）

②【問２】子どもの数が減少していることへの考え方
一般県民，大学生とも「問題である」が約９割以上を占めている。
区 分 一般県民(18歳以上全体 ) 大学生

うち20代 うち30代
問題である ９５．５ ９５．１ ９４．１ ９４．１

（９７）
問題ではない ４．５ ４．９ ５．０ ４．４

（３）

(2) 結婚
①【問２７】結婚願望
「結婚したい」と回答した割合が，一般県民全体では，約５割であったが，
大学生，２０代，３０代では約７割となっている。

区 分 一般県民(18歳以上全体 ) 大学生
うち20代 うち30代

結婚したい ５４．８ ７０．２ ７３．６ ７６．６
（７０．６）

一生結婚する １７．４ ３．５ １３．２ ２．１
つもりはない （４．６）
※ 40代までの「結婚したい」割合は，７０．３％，

「一生結婚するつもりはない」割合は，６．３％
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②【問２６】独身でいる理由（一般県民のみ：各年代の上位３項目まで）
「適当な相手にまだめぐり会わないから」と回答した割合が，一般県民全体
では，約３割であったが，２０代，３０代では６割以上となっている。

区 分 一般県民(18歳以上全体 )
うち20代 うち30代

適当な相手にまだめぐり会 ２７．４ ６１．４ ７６．３
わないから （１７．７）
独身の自由さや気楽さを失 １１．４ ４．９ ２６．３
いたくないから （ ８．０）
今は仕事（または学業）に １１．０ ３６．８ ２３．７
打ち込みたいから （１６．２）
結婚するにはまだ若すぎる ７．５ ２６．３ ０
から （１７．７）

③【問３０】結婚を希望する人への支援策（一般県民のみ：各年代の上位５項目
まで）
一般県民全体では，「安定した雇用環境を提供すること」が最も多かったが，
２０代，３０代では「賃金を上げて安定した家計を営めるよう支援すること」
が最も多くなっている。

区 分 一般県民(18歳以上全体 )
うち20代 うち30代

安定した雇用環境を提供す ２３．９ ５８．８ ５０．２
ること
賃金を上げて安定した家計 ２０．７ ６３．７ ５５．２
を営めるよう支援すること
夫婦がともに働き続けられ ２０．６ ５６．９ ４９．３
るような職場環境の充実
出会いの場を提供すること １０．３ １７．６ ２６．９

結婚や住宅に対する資金貸 ８．４ ３８．２ ２３．４
与や補助を行うこと
※今回初めて調査実施した項目

(3) 妊娠・出産
①【問５】理想とする子どもの数（各年代の上位３項目まで）
一般県民全体，２０代，３０代とも３人と答えた方が最も多かったが，大学
生では，１人と答えた方が最も多かった。
区 分 一般県民(18歳以上全体 ) 大学生

うち20代 うち30代
３人 ５４．３ ４９．０ ５０．７ ０．８

（６２．３）
２人 ３１．７ ３５．３ ３３．３ １８．４

（２３．４）
４人 ４．５ ３．９ ５．０ －

（４．９）
１人 １．１ ２．９ ２．５ ７２．４

（１．１）

②【問８】予定している子どもの数（一般県民のみ：各年代の上位３項目まで）
一般県民全体，２０代，３０代とも２人と答えた方が最も多かった。
区 分 一般県民(18歳以上全体 )

うち20代 うち30代
２人 ３８．０ ４３．１ ４７．８

（３６．６）
３人 ２６．７ ２８．４ ２１．９

（３５．１）
１人 ７．９ １．０ ７．５

（６．０）
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③【問９】子どもの理想の数と予定している数の差の理由（一般県民のみ：各年

代の上位３項目まで）

子育て世代である２０代，３０代では，「収入に対して，子育てや教育にお金

がかかりすぎるから」が最も多かった。

区 分 一般県民(18歳以上全体 )
うち20代 うち30代

収入に対して，子育てや教育にお ２９．６ ７１．４ ５８．７

金がかかりすぎるから （２６．７）

健康上の理由から ９．４ １４．３ ９．３

（７．３）

自分の仕事（勤めや家業）に差し ９．０ ２８．６ １０．７

支えるから （７．７）

欲しいけれどもできないから ８．２ ０ ２１．３

（９．５）

高年齢で産むのはいやだから ８．０ ９．５ ２２．７

（９．０）

(4) 子育て

①【問１４】子育ての悩み（一般県民のみ：各年代の上位３項目まで）

一般県民全体，３０代では，「子どもの教育費や稽古事などにお金がかかる」

が最も多かったが，２０代では「子育てと仕事や家事との両立がしにくい」が

最も多くなっている。

区 分 一般県民(18歳以上全体 )
うち20代 うち30代

子どもの教育費や稽古事などにお １７．７ ３４．８ ４０．９

金がかかる （２０．２）

子育てと仕事や家事との両立がし １４．０ ５２．２ ３７．０

にくい （１２．１）

子どもの出産や育児にお金がかか １１．０ ３９．１ ２９．９

る （１２．８）

②【問２５】地域における住民同士の助け合いのために必要な活動（一般県民の

み：各年代の上位３項目まで）

一般県民全体では，「子育てに関する悩みを気軽に相談できるような活動」

が最も多かったが，２０代では，「子育てに関連した情報を簡単に入手しあえ

るような活動」が，３０代では「子育てをする親同士で話ができる仲間づくり

の活動」が最も多くなっている。

区 分 一般県民(18歳以上全体 )
うち20代 うち30代

子育てに関する悩みを気軽に相談 １９．６ ３３．３ ２９．９

できるような活動 （２１．５）

子育てをする親同士で話ができる １８．５ ３３．３ ３２．８

仲間づくりの活動 （２２．１）

不意の外出の時などに子供を預か １６．４ ２５．０ ３１．３

る活動 （１８．４）

子育てに関連した情報を簡単に入 １５．９ ４１．７ ２３．９

手しあえるような活動 （１５．４）
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③【問３３】男性の積極的な子育て参加のために必要なこと（各年代の上位３項

目まで）

一般県民全体，２０代，３０代では，「家事や育児は女性の役割だという固

定的な考えを改めること」が最も多かったが，大学生では，「労働時間短縮や

休暇制度を普及させること」が最も多くなっている。

区 分 一般県民(18歳以上全体 ) 大学生

うち20代 うち30代

家事や育児は女性の役割 ２４．７ ６０．８ ５７．７ ２１．９

だという固定的な考えを （２５．０）

改めること

夫婦ともに家事や育児の ２２．２ ５５．９ ４４．３ １８．８

責任を担い，協力して行 （２３．３）

うこと

労働時間短縮や休暇制度 １７．０ ５７．８ ４１．８ ２３．６

を普及させること （１４．５）

(5) 働き方

①【問３１】子育て支援のために企業に整備してほしい制度（一般県民のみ：各

年代の上位３項目まで）

一般県民全体では，「企業内託児所の設置」が最も多かったが，２０代，

３０代では，「保育料・託児料の補助や融資などの金銭的支援制度」が最も多

くなっている。

区 分 一般県民(18歳以上全体 )
うち20代 うち30代

企業内託児所の設置 １６．８ ３８．２ ４０．８

（１８．５）

保育料・託児料の補助や融 １６．０ ５２．０ ４３．３

資などの金銭的支援制度 （１７．８）

病児のための看護休暇制度 １４．７ ４０．２ ４０．３

（１５．４）

短時間勤務制度 １２．６ ３７．３ ４１．３

（８．３）

②【問３６】男性の育児休業取得促進のために必要なこと（一般県民のみ：各年

代の上位３項目まで）

一般県民全体，２０代，３０代とも，「職場（経営者・上司・同僚等）の理

解の向上」が最も多くなっている。

区 分 一般県民(18歳以上全体 )
うち20代 うち30代

職場（経営者・上司・同僚等） ２９．５ ７８．４ ７９．６

の理解の向上 （２９．８）

男性自身の意識の変化 １３．２ ２９．４ ２６．４

（１４．６）

社会の理解の向上 １２．９ ４１．２ ３１．８

（１４．１）

-17-


